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（２）ゼロエネルギー化を実現する学校整備 
①整備検討項目 

ⅰ）川崎市の小学校のエネルギー消費特性に合致する省エネルギー対策を抽出する 

・ 川崎市小学校におけるエネルギー消費実態に考慮し、経済合理性の高い環境対策を優

先的に導入する。 

・ 昼光利用による照明エネルギー消費量削減、暖冷房負荷の極小化を目的とした外壁、室

配置に配慮する。 

ⅱ）防災対策との連携を考慮し、平常時、災害時ともに機能を発揮する対策を優先導入する 

・ 断熱性能向上により、省エネルギー性と避難時の室内温熱環境の快適性向上を図る。 

・ 災害時の防災機能向上に貢献する省エネルギー対策を優先的に採用する。 

ⅲ）環境教育の視点からの体験型施設整備とする 

・ 児童の生活の場面で触れることができる体験型の環境対策を積極的に導入する。 

・ 学習材料としての「見える化」「見せる化」等についても検討する。 

ⅳ）竣工後の運用に配慮した計画 

・ 竣工後の使いやすさ、管理のし易さに配慮した計画とする。 

・ 省エネルギーとともに学習環境の快適性を追求する。 

ⅴ）川崎市の環境行政の動向に配慮した先導的施設としての役割を担う 

・ 太陽光発電のみでなく、電力需給の観点からの蓄電池導入やその他の再生可能エネルギ

ー等の導入について検討する。 

 
②ゼロエネルギーの定義 

・学校施設の年間での利用において消費する一次エネルギー消費量と創出するエネルギー

の一次エネルギー換算量との差し引きが、概ねゼロ以下である場合を「ゼロエネルギー」と

定義する。 

・太陽光発電等による発電量の内、自家消費を差し引いた余剰電力量を系統に売電する場

合、その環境価値は電力会社側に帰属するが、ゼロエネルギーの定義における創出する

エネルギーの一次エネルギー換算量にはこれも含めて考える。 
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③目標とする性能・仕様、計画上の留意点 

ⅰ）ゼロエネルギーの達成条件 

・ 本新設校は近隣マンションの整備状況及び入居の進捗に従って児童数・学級数が漸増し

ていく。本新設校でのゼロエネルギーの達成条件は、原則単年度でのゼロエネルギーとし、

将来の教室数の増加に応じても同様に目指すものとする。 

 

ⅱ）ゼロエネルギーの達成の内訳 

・ ゼロエネルギーの達成手段は、経済合理性を勘案し、現状の標準的な仕様で建設された

小学校に対して省エネルギー対策にて５０％削減、再生可能エネルギー等の創エネルギ

ーによる発電において５０％の創出を概ねの内訳と考える（図 4. 1）。 

・ 現行での標準的な仕様に対して５０％の省エネルギーを実現する上で、設備項目毎の目

標削減率は概ね表 4. 1 の削減率を目指すものとし建築・設備の環境対策を検討する。 
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図 4. 1 給食室有の小学校における省エネルギー率 50%達成のイメージ 

 

④基本計画策定に向けた課題 

・ より具体的な計画プランにて、ゼロエネルギーの達成可能性に関する詳細な検討を行う。 

・ 建物側でのエネルギーマネジメント方針について、管理指標や管理方法についての検討

を行う。 

・ 学習材料としての見える化方策等について検討する。 

・ 川崎市既存小学校における給食室等におけるエネルギー使用状況の実態について検討

する。 

 

省エネルギー 

５０％ 
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表 4. 1 ゼロエネルギー達成に向けた各設備項目の目標削減率（例） 

エネルギー
消費量

（MJ/年・㎡）

エネルギー
消費量

（MJ/年・㎡）

暖冷房 108 43 60%

照明 137 27 80%

給食 112 78 30%

その他 110 87 21%

合計 468 236 50%

必要発電量 242.0 MWh/年

必要パネル容量 220 kW

必要パネル面積 1,481 ㎡

創出
ｴﾈﾙｷﾞｰ

量

ｴﾈﾙｷﾞｰ
消費量

川崎市

ゼロエネ
目標

削減率

標準仕様 ゼロエネ仕様

 
※標準仕様におけるエネルギー消費量は、「既存学校施設における環境対策推進支援事業（H23.3）」報告

書による調査結果（給食室有、小学校平均）に基づく。 

※床面積：10,000 ㎡と想定 

※創出エネルギー量は太陽光発電設備による発電を想定し、太陽光発電ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝより 1100kWh/（kW･年）

とする（取付角度 10°、方位：真南、日影を考慮して、季節に応じて 8,9 時までの発電は除外）。 

※太陽光発電パネルの面積はモジュール効率 16.5％、劣化を 10％考慮して算定している。 
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Ⅵ 検討内容及び検討の記録 
１ WG での詳細検討内容 
（１）ゼロエネルギー化推進検討ＷＧでの検討内容 
①ゼロエネルギー化推進に向けた施設整備コンセプト 

地域の持続可能性向上、低炭素社会構築を考える際に、エネルギー基盤の安定性確保に向

けた取組みが必要と考えられる。一方で、震災後の原子力発電比率の低減は電力の CO2 排出

係数を著しく上昇させる傾向であり、再生可能エネルギー等の利用拡大が課題となっている。 

川崎市においても平成２４年度より「スマートシティ構想」策定に向けた検討が始まって

おり、増加が著しい民生業務部門における省エネルギー対策が強く求められている。 

民生業務部門における省エネルギー対策は、建物負荷の抑制、高効率設備の導入、再生可

能エネルギーの導入などにより達成されるが、標準的な建物よりも高い省エネルギー効果を

達成するためには、太陽光発電等の創エネルギー技術が必須であり、エネルギー消費量に対

する太陽光発電パネルの設置可能面積により、達成される省エネ率が左右される。 

一般的な民有地では収益性を最大化することを目的として土地利用計画、建築計画が立て

られるため、市街地では太陽光発電の設置面積を確保することが困難である（表 6. 1、図

6. 2）。その中でも小中学校施設は、床面積単位のエネルギー消費量が小さく、低層である

こと等から、他の建物用途と比べてゼロエネルギー化の実現性が高く、民間セクターの環境

配慮推進を目的とした先導的取り組みとして象徴性が高い。 

また、より広範な関係者に対する啓発、学校教育を通じた児童への教育、強いては地域の

防災機能の向上という副次的効果も含め、本新設小学校では「ゼロエネルギー化」を推進し

ていく（図 6.1）。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 6. 1 ゼロエネルギー小学校の役割 
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表 6. 1 建物用途毎のゼロエネルギー化実現のために必要な省エネルギー率 
敷地 延べ床 屋根 階数 一次ｴﾈﾙｷﾞｰ
面積 面積 面積 ﾊﾟﾈﾙ面積 発電量 消費量

㎡ ％ ％ ㎡ ㎡ （㎡） MJ/（年・㎡） MJ/（年・㎡）

事務所 10,000 62.7 425.2 42,520 6,270 6.8 4,180 150 2,141 93.0%

宿泊・遊興施設 10,000 59.8 400.8 40,080 5,980 6.7 3,987 151 2,953 94.9%

官庁施設 10,000 30.9 149.2 14,920 3,090 4.8 2,060 210 1,219 82.8%

医療施設 10,000 49.2 190.4 19,040 4,920 3.9 3,280 262 2,695 90.3%

福祉施設 10,000 49.2 190.4 19,040 4,920 3.9 3,280 262 1,853 85.9%

教育文化施設 10,000 33.1 99.8 9,980 3,310 3.0 2,207 336 352 4.4%

専用商業施設 10,000 66.4 210.4 21,040 6,640 3.2 4,427 320 3,826 91.6%

事務所 10,000 42.1 113.5 11,350 4,210 2.7 2,807 376 2,141 82.4%

医療施設 10,000 37.9 98.6 9,860 3,790 2.6 2,527 390 2,695 85.5%

福祉施設 10,000 37.9 98.6 9,860 3,790 2.6 2,527 390 1,853 79.0%

宿泊・遊興施設 10,000 45.4 115 11,500 4,540 2.5 3,027 401 2,953 86.4%

教育文化施設 10,000 23.1 55.6 5,560 2,310 2.4 1,540 422 352 -19.7%

官庁施設 10,000 30 69.2 6,920 3,000 2.3 2,000 440 1,219 63.9%

専用商業施設 10,000 43.1 90 9,000 4,310 2.1 2,873 486 3,826 87.3%

*1　東京都の土地利用（土地利用現況調査（区部：H18年、多摩・島しょ地域：H19年度）

*2　1000kWh/(年・kW)として屋根面積の2/3の面積に設置したと想定

*3　DECC（非住宅建築物の環境関連データベース）統計処理情報、G地域（関東地域）、面積区分3（2000㎡以上）を参照
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図 6. 2 建物用途毎のゼロエネルギー化実現のために必要な省エネルギー率 

（東京都土地利用状況調査より） 
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②ゼロエネルギー化達成の考え方及び手法の方針 

ⅰ）ゼロエネルギーに向けてのアプローチ 

ゼロエネルギー化の実現に向けては、次の視点から取組を行う必要がある。 

 

視点１：徹底的な省エネルギー（図 6. 3 青） 

（１）パッシブ手法で出来る限りの負荷抑制 

断熱性能向上、日射遮蔽等の建築的手法及び昼光利用等の自然エネルギー利用 

（２）アクティブ手法で出来る限りの省エネルギー化 

負荷を効率的に処理する設備機器及び設備システム 

視点 2：創エネ等によるゼロエネルギー化（図 6. 3 橙） 

太陽光発電、太陽熱集熱等の再生可能エネルギー等による創エネルギー技術 

視点 3：的確なエネルギーマネジメント （図 6. 3 桃） 

設備システムや利用者の適正な使い方の管理（BEMS 技術等） 
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図 6. 3 ゼロエネルギー化に向けたアプローチ 

（出典：学校のゼロエネルギー化推進検討委員会 報告書） 
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ⅱ）ゼロエネルギーの条件について  
新設小学校におけるゼロエネルギーの条件については、主に以下の１～４のような考

え方が想定される。本新設小学校では、原則は単年度でのゼロエネルギーを目指して、

考え方３によるゼロエネルギーを採用する。この場合、当初の供用開始時にはもちろん

のこと、学級数の増加に伴い初期整備学級数がすべて埋まった段階においてもゼロエネ

ルギーが実現されていることを目指す。また、増築時に増築棟にさらに太陽光発電設備

を増設して、その後もゼロエネルギーを単年度で目指す。 
 
考え方１ 平均的学級数においてのゼロエネルギー 
考え方２ 最大利用状況（36 学級数）におけるゼロエネルギー 
考え方３ 施設規模に応じた単年度でのゼロエネルギー 
考え方４ ライフサイクルでの積算でゼロエネルギー 
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図 6. 4 学級数の推移（H30～44 まではマンション計画より想定） 

 
 

試算条件： 

第一段階での整備規模を 24 学級数とし、24 学級がすべて稼働している段階での年間のエ

ネルギー消費量を 279MJ/年・㎡とする。エネルギー消費量の 50%が学級数に比例すると考

え、各年次のエネルギー消費量を以下の式で定義する。 
 
○エネルギー消費量[MJ/年･㎡]＝279×（0.5＋N/24）※N＝学級数 
 
また、24 学級数での施設規模を体育館を除いて 10,000 ㎡とし、この時の太陽光発電設置

可能容量を 1600 ㎡とする。増築棟を単純に 2500 ㎡として、パネルの設置可能量を 400 ㎡

とした場合のエネルギー消費量収支を図 6. 5 に示す。 
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図 6. 5  経年でのエネルギー収支 

 
ⅲ）具体的な環境対策技術の取組方針 

ゼロエネルギー化を実現する上での留意点として、以下の２項目について留意する。 

 

・学校のエネルギー消費の特性を勘案した省エネルギーポテンシャルを把握する 

・経済性を勘案すること 

 

国土交通省と文部科学省での委員会においては、上記の２点から、省エネルギーの目

標を 50%とし、さらに太陽光発電の導入にて残りの 50%を削減するという整理としてい

る。設計の熟度が高まった段階において、達成可能な省エネルギー量、導入可能な太陽

光発電パネル面積、コスト等の関係を図 6. 6 のような投資対効果として整理しつつ、

最終的な方針を決定すると、当面は委員会と同様の考え方とする。 

 

一次エネルギー消費量（MJ/年・㎡）

100％50％

再

生

可

能

エ

ネ

ル

ギ
ー

量

（
M

J

/

年

・

㎡

）

ZEB
nearly
ZEB

Level 1

Level 2

省エネルギー

100％

50％

  

図 6. 6 ゼロエネルギー達成チャート      図 6. 7 小学校における投資効果曲線の試算 
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ⅳ）ゼロエネルギー化の達成可能性検討 

ア．川崎市小学校のエネルギー消費状況からの削減ポテンシャルの想定 

川崎市の小学校における年間 CO2 排出量の使用目的別内訳を図 6. 8 に示す。傾向と

して、以下のことが延べられる。 

 

・CO2 排出量の床面積原単位は給食室がある場合で、20kg-CO2/(年･㎡)程度であり、事

務所の 1/5 程度である。 

・暖房と冷房は概ね同等の比率となっている。 

・校舎、体育館・挌技棟を含めた照明電力消費量が全体の 1/4 を占めている。 

・給食室のおける CO2 排出量が全体の 1/4 を占めている。 

・その他用途が 20％弱あり相応に大きい。 

 

→給食室がある小学校で冷暖房、照明のみで 50%の省エネルギーを行うと考えると、

50/54（＝16＋14＋16+8）となり、90％以上の省エネルギー対策が必要となる。 

 

 
図 6. 8  川崎市小学校（109 校）における CO2 排出内訳 

（2010.10~2011.9、佐藤エネルギーリサーチ、既存学校施設における環境対策推進支援事業） 
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イ．具体的な環境対策導入による削減効果の試算 
ア）ゼロエネルギー達成可能性の確認 
標準的な建築・設備仕様の小学校に対して、代表的な環境対策技術を導入した場合のゼ

ロエネルギー達成見込みについて試算する。計算条件を以下に示す。 
 

表 6. 2 共通条件・標準的な運用条件 

構造階数（面積） RC 造地上 4 階建て（約 11,000 ㎡） 
主な室数 RC 造：普通教室 24 室 
地域 川崎市 
空調方式 個別熱源方式 

平日の使用時間 
普通教室：8:00～15:30 
管理諸室：8:00～20:00 
※屋体・特別教室の地域開放あり 

休日 土日祝日に体育館の開放を一部見込む 

長期休暇期間 
夏休み(7/20~8/31)、冬休み（12/24~1/8） 
ただし、管理諸室は 8:00~17:00 

暖冷房期間 
暖房：東京地域（温暖地）：12/1~2/28 
冷房：東京地域（温暖地）：6/1~9/30 

 
 

表 6. 3  標準ケース 

項目 仕様 

建築 
仕様 

躯体の断熱水準 
屋根：40mm、外壁：20mm 
（押出法ポリスチレンフォーム 2 種 b） 
床：無断熱 

開口部種類 単層ガラス（6mm） 
庇 庇なし 
屋上緑化 一部、採用 

設備 
仕様 

暖房方式 

普通教室：エアコン（一般効率） 
特別教室：エアコン（一般効率） 
管理諸室：エアコン（一般効率） 
体育館：暖房なし 

冷房方式 

普通教室：エアコン（一般効率） 
特別教室：エアコン（一般効率） 
管理諸室：エアコン（一般効率） 
体育館：冷房なし 

厨房設備 対策なし 
換気方式 換気扇（24 時間換気）、制御なし 
照明方式 Hf 型蛍光灯（各諸室共通）、調光制御なし 
太陽光発電設備 なし 
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表 6. 4 ゼロエネルギー試算ケース（適用技術例） 

項目 仕様 

建築仕様 

・外壁・屋根の高断熱化 
・床の断熱化 
・開口部の複層化（Low-Ｅ複層ガラス等） 
・日射遮蔽材の採用 
・移動空間の気密性向上 
・基礎の断熱化 
・自然換気を誘発する建築計画 
・昼光を取り入れる開口部計画、建築計画 

設備 
仕様 

暖冷房方式 
・高効率熱源機器の採用 
・全熱交換器の採用 
・潜熱顕熱分離空調 

厨房設備 ・太陽熱給湯、燃料電池コジェネレーション設備 

照明方式 

・LED ベース照明器具の採用 
・初期照度補正、昼光連動制御（明るさセンサー制御） 
・人感センサー制御（トイレ等） 
・高効率誘導灯 

換気方式 ・換気ファンの発停制御、24 時間運転時微風モード 
太陽光発電設備 220kW 
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イ）モデルプランにおける検討 
ゼロエネルギーの達成には、主に標準的な利用に対して、下表に記す程度の各設備用途で

の省エネルギーが必要となる。 
これらの達成ポテンシャルについて、特に省エネルギーが求められる、暖冷房、照明及び

太陽光発電設備の導入ポテンシャルについて、ここでは省エネルギー率の達成可能性につい

て検討する。 
 

表 6. 5 ゼロエネ達成に向けての省エネルギー率の目標値 

エネルギー

消費量
（MJ/年・㎡）

内訳

エネルギー

消費量
（MJ/年・㎡）

内訳

暖房 65.5 14% 26.2 11% 60% 外壁・屋根断熱、開口部強化、太陽熱ダイレクトゲイン、太陽熱集熱

冷房 42.6 9% 17.0 7% 60% 日射遮蔽、自然換気、高効率熱源機

照明 137.4 29% 27.5 12% 80% 明るさセンサー制御、人感センサー制御、間取り、LEDベースライト等

換気 65.1 14% 45.6 19% 30% CO2濃度センサー制御、自然換気

コンセント 25.6 5% 25.6 11% 0%

給食 112.0 24% 78.4 33% 30% 太陽熱集熱機、コジェネレーション排熱利用

給湯 4.7 1% 0.9 0% 80% 太陽熱集熱機、コジェネレーション排熱利用

その他 15.0 3% 15.0 6% 0%

太陽光発電

合計 467.8 100% 236.2 100% 50%

必要発電量 242.0 MWh/年 床面積　10,000㎡と想定

必要パネル容量 220 kW 太陽光発電ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝより、取付角度10°、日影考慮で1100kWh/（kW･年）

必要パネル面積 1,481 ㎡ 10%の劣化を考慮

創出
ｴﾈﾙｷﾞｰ

量

ｴﾈﾙｷﾞｰ
消費量

ゼロエネ

目標

削減率
主な対策技術の例

川崎市

標準仕様 ゼロエネ仕様
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ウ．昼光シミュレーションによる照明エネルギー消費量の削減ポテンシャルの検討 
ここでは、普通教室を対象とした昼光利用シミュレーションにより、人工照明の消灯率を

計算する。 
眩しさを極力排除しつつ、最大限昼光を利用するためには、出来る限り高い位置からの採

光が求められるため、梁を逆梁として、ライトシェルフより上の開口を最大化する。 
また、室内に入光した光ができる限り室奥まで届くように天井を勾配天井としている。 
なお、北側の多目的スペース側からの天空光も最大限活用するために、普通教室と多目的

スペースの間の間仕切りは、透過性のある材料を想定する。 
 

 
 

 
 

図 6. 9 モデルプランにおける普通教室の計画例 
 
 

B 

A 

A B 
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以下の計算条件による省エネルギー率を算出する。 
 

表 6. 6 計算条件 
 標準仕様 検討仕様 
設定照度 500lx 400lx 
照明器具 Hf 蛍光灯 LED ベースライト 
調光制御 制御なし 明るさセンサー制御 
建築仕様 特になし ライトシェルフ 

ハイサイドライト 
勾配天井 

対象床面積 512 ㎡（8m×8m×8 ﾌﾞﾛｯｸ）

 
表 6. 7 Hf 蛍光灯による消費電力 

400 Lx 500 Lx

ランプ定格 32 W 32 W

照明消費電力 43 W 43 W

光束 4,485 lm 4,485 lm

104.3 lm/W 104.3 lm/W

本数 89 本 112 本

0.175 本/㎡ 0.218 本/㎡

消費電力 7.5 W/㎡ 9.4 W/㎡

3,843 W 4,803 W  
表 6. 8 LED ベースライト 

400 Lx 500 Lx

ランプ定格 42 W 42 W

照明消費電力 42 W 42 W

光束 5,176 lm 5,176 lm

123.8 lm/W 123.8 lm/W

本数 63 本 79 本

0.124 本/㎡ 0.155 本/㎡

消費電力 5.2 W/㎡ 6.5 W/㎡

2,652 W 3,315 W  
 
 

表 6. 9 昼光シミュレーションによる昼光利用率 

400lx 500lx 400lx 500lx

HForLED
昼光利用率

62.6% 57.3% 79.8% 75.6%

年平均
手動角度制御ブラインド 自動角度制御ブラインド
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上述の条件より、Hf 蛍光灯 500lx による消費電力量に対し、LED 照明器具を利用した場合

の消費電力量は、エネルギー消費量は以下の比率となる。 
 

2652（LED,400lx）／4803（Hf,500lx）＝55%（45％の省エネルギー） 
 

また、400lx 時の昼光利用率は手動ブラインド制御の場合で 62.6％となる。すなわち、人

工照明での照明に対して、62.6％を自然光が賄ったということであり、62.6％の省エネルギ

ーとなる。 
すなわち、設定照度、照明器具種別、昼光利用を合わせると、79％の省エネルギーとな

る。各月の平均日における昼光利用率の計算結果を図 6. 10 に示す。学校にて自動制御ブラ

インドが導入されるというケースはあまり現実的でないが、導入された場合には 85%以上

の照明電力の低減が見込める。 
 
（１－45％）×（１－62.6％）＝21％（79％の省エネルギー） 
照度・器具   昼光利用 

 
 

 
図 6. 10 昼光利用率のシミュレーション結果 

手動ブラインド制御（500lX基準）
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エ．暖冷房エネルギー消費量 
以下の計算条件による暖冷房エネルギーの省エネルギー率を算出する。 
ここでは、HASP/ACLD を利用して中間期、夏期休暇期間を除いた時間帯を対象として、

年間及びピークの負荷計算を行った。 
 

表 6. 10 計算条件 
 標準仕様 対策仕様 
断熱仕様 屋根：40mm、外壁：20mm 

（床：無断熱） 
※押出法ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ 2 種 b 

屋根：75mm、外壁：50mm 
床：25mm 
※押出法ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ 2 種 b 

開口部仕様 単層透明ガラス（8mm） 複層 Low-E ガラス（8-6-8mm） 
庇 無し ライトシェルフ及び庇 
日射遮蔽材 カーテン カーテン 
外気処理 全熱交換器 全熱交換器 
熱源機器 暖房：ガスファンヒーター 

冷房：エアコン 
暖房：ビル用マルチエアコン 
冷房：ビル用マルチエアコン 

対象床面積 512 ㎡（8m×8m×8 ﾌﾞﾛｯｸ） 
 

標準仕様での年間での熱負荷計算の降順図をみると、暖房ピーク負荷が冷房ピーク負荷に

対して 1.5 倍近くある。これに対して、対策仕様におけるピーク負荷は暖房、冷房ともに低

減し、年間での負荷の合計は２／３程度となる。 
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図 6. 11 標準仕様における暖冷房の降順図（正値：冷房負荷、負値：暖房負荷） 

※降順図は期間において最も大きい負荷から順番に並べた図 
 
 
 
 

参考．３　ゼロエネルギー化に関する検討



 78

なお、暖冷房負荷に対するエネルギー消費量計算はここでは行わず、標準仕様、対策仕

様ともに期間の平均的な効率値を与えることにより、換算する。 
標準仕様のファンヒーター等に比べて、検討仕様における暖房の効率が大きく向上する。 
ただし、本想定は現在汎用的に利用されている一般建物での高効率ビル用マルチエアコ

ン相当の効率であり、これらの数値は今後も低下する傾向と考えらえる。 
 

表 6. 11 計算結果 

冷房 暖房 合計 冷房 暖房 合計

期間負荷 5,504 15,920 21,424 4,183 10,348 14,531 kWh/年

ピーク負荷 36.1 75.5 21.7 64.2 kW

太陽熱利用 -1,725 kWh/年

1 0.7 1.5 1

5,504 22,743 28,247 2,789 8,623 11,412 kWh/年

59.6% kWh/年省エネルギー率

効率

エネルギー消費量

検討仕様
単位

負荷

標準仕様

 
 
 

太陽熱等を利用して、より高効率なシステムを目指す場合には、吸着式冷温水機等、空気

式太陽熱集熱装置など、様々な手法があり、これらの組み合わせによれば、暖冷房に対する

エネルギー消費量は 60%程度削減できると考えられる。
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 オ．太陽光発電パネルの設置面積及び発電量の検討 
基本構想段階においては、今後棟配置や建物形状がどのように計画されるかが定かでない。

そのため、図のような代表的なモジュールにて、太陽光発電パネルの設置容量の可能性検討

を行う。 
 

太陽電池　392㎡ 太陽電池　392㎡

28m×14m 28m×14m

ＲＦ平面図

２Ｆ～４Ｆ平面図

管理ゾーン 管理ゾーン

１Ｆ平面図
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0
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階段室等

ホール

32,000

教室教室

 
 

太陽電池　392㎡×2

RF

４F 教室

３F 教室

２F 教室

１F 管理ゾーン

Key Section

20,000

16,000

 
 
 

図 6. 12 モデルプランモジュール

■モジュールの床面積：5440㎡ 
■太陽電池の想定 

設置面積 2×392㎡ 設置角度 10° 
設置方位 南 電気変換効率 16.5％ 

■計算結果 
最大発電量 128kW 年間発電量 143MWh／年 

■一次エネルギー換算 
143MWh/年×9.76＝1,397  GJ/年 
なお、発電量の想定は次頁による 

■建物全体および増築時の考え方 
実際の学校計画では、体育館を除いて概ねこの２倍の規
模になるため、設置可能規模は２倍とし、さらに増築棟が
できる場合は、このモジュールの半分が追加されるとし、
設置容量は2.5倍と考える。そのため、最大規模での太陽
光発電による創出エネルギー量は 
  建物全体 1397×２＝2794GJ/年 
  増築時  1397×2.5＝3,489GJ/年 
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○太陽光発電シミュレーション 

 

時刻別月合計値 日影考慮
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 無し 有り

1月 0 0 0 0 0 0 74 584 1,276 1,768 2,023 2,050 1,804 1,441 888 322 15 0 0 0 0 0 0 0 12,245 10,311
2月 0 0 0 0 0 0 190 767 1,443 1,903 2,068 2,121 2,082 1,548 996 506 104 0 0 0 0 0 0 0 13,729 11,329
3月 0 0 0 0 0 55 399 966 1,551 1,958 2,295 2,263 2,023 1,766 1,304 742 246 14 0 0 0 0 0 0 15,582 12,611
4月 0 0 0 0 9 218 655 1,225 1,684 2,038 2,229 2,195 1,937 1,788 1,285 745 279 38 0 0 0 0 0 0 16,326 12,535
5月 0 0 0 0 79 409 835 1,253 1,758 2,287 2,547 2,493 2,431 2,119 1,582 997 543 154 1 0 0 0 0 0 19,489 16,912
6月 0 0 0 0 75 322 684 989 1,331 1,515 1,618 1,839 1,704 1,479 1,153 772 403 129 7 0 0 0 0 0 14,019 11,948
7月 0 0 0 0 86 379 816 1,206 1,737 2,168 2,389 2,360 2,318 2,053 1,549 994 558 193 12 0 0 0 0 0 18,819 16,331
8月 0 0 0 0 18 216 637 1,071 1,423 1,874 2,012 2,145 2,245 1,957 1,515 989 495 110 0 0 0 0 0 0 16,708 14,766
9月 0 0 0 0 0 139 511 898 1,255 1,443 1,657 1,704 1,642 1,415 1,020 553 173 8 0 0 0 0 0 0 12,418 9,615

10月 0 0 0 0 0 43 403 962 1,369 1,683 1,766 1,879 1,795 1,370 961 404 44 0 0 0 0 0 0 0 12,681 9,903
11月 0 0 0 0 0 4 211 658 1,103 1,532 1,706 1,776 1,585 1,154 657 188 1 0 0 0 0 0 0 0 10,574 8,599
12月 0 0 0 0 0 0 50 405 926 1,364 1,665 1,559 1,430 1,064 583 152 0 0 0 0 0 0 0 0 9,199 7,817

年間（kWh/年） 171,790 142,678

kWh/月

 
※網掛け部は次頁の簡易日影計算により発電が見込まれない時間帯 
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図 6. 13 太陽光発電による発電量（パネル面積 784 ㎡） 
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S=1:4000 
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③環境教育へのゼロエネ化対策の活用 
本施設でのゼロエネルギー化の仕組み及びプロセスを科学的思考力の育成の視点から

の施設づくり、環境教育の実践に活かすことをコンセプトに掲げる。 
 

ⅰ）ゼロエネルギー化した学校施設の特色を環境教育に活かせる作り方 
・エネルギー消費及び創エネルギーの状況の「見える化」 
・仕組みや効果を見せ、体感させる 
 

ⅱ）学校施設を活用した環境教育 
・授業で活かす 
・家庭・地域に広げる 
・活動をつなげる 

 

EX 

－単純な発電量モニター表示でなく、消費先別エネルギー量の内訳及びゼロエネルギー

の時間毎・期間毎達成状況の表示 

－消費先別時刻別データ等の活用により教職員・児童が協働で実現するライフサイクル

エネルギーマネジメントの実現（具体的には計量計測及び BEMS 機能の導入） 

－特定の学年の教室のみ、教室単位毎でのエネルギー消費量のリアルタイム可視化 

－建築的取り組み・設備的取り組みの「見える化」及び体感コーナーの設置 

 
④防災機能との連携 
防災機能については「防災機能向上 WG」での検討を受け、省エネルギー、自然エネ

ルギー利用等の仕組みとの統合的システムとして今後に検討する。主な検討事項は以下で

ある。 
 

ⅰ）避難者の温熱快適性の確保 
・断熱の強化、隙間風の防止 

ⅱ）災害時の電力／ガス等の途絶時における施設運用 
・燃料電池コジェネレーションシステム 
・太陽熱利用空調システム 

 
⑤今後の課題 
・太陽光発電や昼光利用を検討する際に、周辺マンションの日影について考慮する必要

がある。 
・自然換気等の通気経路について十分な配慮及び音の問題等について考慮する。 
・防災機能向上との連携について検討する。 
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